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診療報酬の改定毎に、関連する様々な職種より「この点数では大変だ。」あるいは「この点数評価は納得できない。」等の意見がよく聞かれます。点数評価は直接医療施設の収益に結びつくものであると同時に、個々の技術や周辺ｺｽﾄの評価性にきわめて重要な意味合いを持つものです。

画像診断をみるとどうでしょうか。画像診断は基本的に撮影料（撮影に係わる技術ﾌｨ）・診断料（診断に係わる技術フィ）・医薬材料費（ﾌｨﾙﾑや造影剤等）・別途加算集計により構成されています。ここでは特に「撮影料」に着目したいと思います。「撮影料」は即ち画像診断機器の操作やそこでの精度・安全管理上評価される診療放射線技師の技術評価そのものです。しかしながらその意味合いは改定ごとに「物」的評価体系へと変質され、診療報酬改定時に統制経済的総量規制の中での減額材料に使用されはじめたということを認識し始めてきたことです。適正な根拠の元で点数が決められる当然のことがなされていない。これが現状の改正実態です。包括評価が導入されても基本となるのは個々の技術評価の妥当性と点数積算の根拠となるエビデンスなのです。

最もその代表的なものが平成９年に中医協で提示されたＣＴ／ＭＲＩの積算の根拠でしょう。そこでは機器の価格・人件費・維持コストを調査するも撮影条件が６年使用し一ヶ月２０日稼動のもと１日ＣＴ－２４回ＭＲＩ－１２回が積算の根拠として公表されました。この計算式を基に平成１０年度の改定以降、「撮影料」は大幅なﾏｲﾅｽ改定が行われ、平成１２年度改定ではＭＲＩの機器の価格が汎用機器並に下がっていることを理由に大幅なﾏｲﾅｽ改定を実施。さらに１４年度改定では特殊撮影の施設基準（共同利用率５％等）の根拠が不明瞭のままに切り込み、ﾏｲﾅｽ改定を実施したことです。その間、この積算の前提にかかわる正当性の議論はほとんどされず、下げる為の計算式によりｺﾝﾄﾛｰﾙされてきたことです。ここには撮像技術やその有効性・安全性・普及性・難易度・時間分析等々業務との相関関係は介在しておりません。

第二に撮影料のもう一つの側面である保守に係る評価です。通則では電子媒体の媒体ｺｽﾄが含まれていると明記されております。一方、画像診断機器のように繰り返し使用される機器はその性能を常に安定的に維持し安全性を維持するためには「安全管理」や「保守維持管理」に伴うﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄが不可欠です。これらは従来、『広く浅く点数に分配されている』という曖昧な説明で終始してきました。しかし、年々医療安全対策や機器の高度化に比例し、かかるｺｽﾄは施設運営上無視できない状況になっているのも実態です。そのためにも医療経済実態調査等ｺｽﾄ精査の方法を改善しｺｽﾄのあり方を議論する必要があるのです。工業会では施設従事者の技術評価そのものに言及することは出来ません。しかし少なくとも上記に示したような、曖昧さの評価基準や根拠となる考え方に疑問を抱いている状況では、機器の性能効果を高め臨床上有用な機器開発をする環境に多くの課題を呈することになります。

この数年、画像診断領域の個別技術評価要望以外に、最も根幹となる考え方について上記２つの課題「積算の根拠」「維持管理ｺｽﾄの評価」を提起し議論する場を求めてきました。この内容は決して画像診断だけの問題ではなく全ての技術評価と共通する課題でもあるのです。そして、ようやく関係する職域の方々と課題を共通化し、必要なエビデンスとなるものの集積と論理を組み立てる機会を得るに至ったのです。目に見える評価体系と基準作りは、業務に携わる職域の新たな価値と評価につながっていくものと確信しております。

単に改正の矛盾を容認するのではなく、自分達の技術評価を幅広く訴求し画像診断の新たな時代にそった正当な評価の定着を推し進めていくことが今求められているのです。
